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日本人学校における保護者と教員の  

メンタルヘルス支援の現状と課題  

長 屋 裕 介  

AReviewofStudiesonMentalHealthSupportforParentsand  
TeachersataJapaneseSchool  

日本国内と同等の支援を十分に受けることは以下  

の理由で難しい．まず，日本人学校内においては，  

SCが配置されている学校は限られている．更に，  

特別支援コーディネーター，養護教諭，教頭が配  

置されていない学校もある．加えて，日本人学校  

の外からの支接が必要な際に，日本人を対象とし  

た医療機関や子どもの心や発達に関する相談機関  

といった資源が不十分であり，仮に医療機関があ  

ったとしても，言語の問題から十分な相談を行う  

ことが困難な地域もある．日本人学校の子どもや  

保護者，教員は，上記の日本の学校現場で起こる  

ような問題だけではなく，日本とは異なる気候，  

習慣，文化，言語等の様々な面で適応を求められ  

ることによる心理的なストレスもある．治安面で  

不安がある地域では，生活や行動の範囲に制限を  

求められる場合もある．そのことが，日本国内で  

は考えられない不自由さや心理面における困難さ  

に繋がっている．以上のことから日本人学校で生  

活する人々は，人的な不足に加え，海外生活の特  

異な問題があるといえる．そうした中，日常的な  

メンタルヘルス支援の担い手は，日本人学校のス  

タッフと保護者が担わざるを得ず，その責任と負  

担は計り知れないものである（長屋ら，2012）．  

海外在留者が増加する中で，海外に在留する子ど  

も達のためのメンタルヘルス支援が必須であるが，  

現状はまだその支接が圧倒的に不十分である．そ  

して，調査研究に関しては，電子ジャーナルデー  

Ⅰ はじめに  

現在，学校現場においては，不登校，いじめ，  

発達障害，非行，児童虐待，家庭内暴力等，多種  

多様な問題に対応しなければならない．こうした  

中，文部科学省によって，平成7年度からスクー  

ルカウンセラー（以下，SC）活用調査研究委託  

事業が実施され，平成18年度において全国の中学  

校にSCが配置されるとともに，中学校を拠点と  

して小学校，高等学校にも派遣されている．SC  

は，児童生徒に対する相談・助言等に加え，保護  

者や教職員に対する相談（カウンセリング，コン  

サルテーション）等を実施する中で，児童生徒に  

日常的に関わっている周囲の大人への支授，すな  

わち児童生徒への間接的支援も行っている．学校  

外部の専門機関である児童相談所，教育センター，  

大学等による相談機関，医療機関等が，児童生徒，  

保護者，教員に対する支援の選択肢として挙げら  

れる．   

ところで国際化する時代において，海外に赴任  

する親について海外に行き，現地で教育を受ける  

日本人の子ども達が増えてきた．国内の小学校，  

中学校又は高等学校における教育と同等の教育を  

行うことを目的とする日本人学校は，世界50カ  

国・地域に88校が設置されており，約2万人が  

在籍している（文部科学省による，平成24年4月  

現在）．海外で生活する子ども，保護者，教員は，  
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夕べースのCiNiiからキーワードとして「日本人  

学校」，「メンタルヘルス」で文献検索を行った結  

果，小滞（2006），長屋ら（2012，2013），後藤ら  

（2013）の計4件という，極めて少ない状況であ  

る．   

本稿は海外に住む子ども達のメンタルヘルス支  

授のうちでも特に日本人学校の保護者と教員への  

支授について考えるものである．まず，Ⅱ 海外  

在留者のメンタルヘルスに関する調査，Ⅲ 海外  

在留者へのメンタルヘルス支授全体の状況を先行  

研究から概観した上で，Ⅳ 日本人学校における  

メンタルヘルス支授・研究の課題と展望について  

考察したい，上述の通り，日本人学校におけるメ  

ンタルヘルスに関する研究は限られていることか  

ら，本稿では，近接領域の研究も引用していくこ  

ととする．  

Ⅰ 海外在留者のメンタルヘルスに関する調査  

ここでは，1．海外勤務・派遣者のメンタルヘ  

ルスに関する調査と，2．海外に在留する母親・  

配偶者のメンタルヘルスに関する調査からどのよ  

うなことが言えるかみてみたい．  

1．海外勤務・派遣者のメンタルヘルスに関する   

調査   

海外勤務健康管理センターにおける調査（津久  

井，2001）では，発展途上国を中心とした海外巡  

回健廉相談を受けた海外勤務者及びその家族2284  

名を対象としている．GHQ（GeneralHealth  

Questionnaire；一般健康調査票）にて神経症傾  

向を，CES－D（CenterforEpidemiologicStudies  

DepressionSeale；セスデー）を行った結果，  

39％が神経症圏，21％が抑うつ状態園のスコアを  

示している．神経症傾向と関連が強い要因として  

推定された因子は，関連が強い順に，①業務上の  

満足度の低さ，②悲観的傾向，（卦生活上の満足度  

の低さ，④ストレス事項（身体疾患，仕事の質，  

家庭内の問題，対人関係等），⑤実質的なサポー  

ター（配偶者，職場関係者）として機能していな  

いこと，（む海外赴任に対する負のモチベーション，  

が挙げられている．   

高橋ら（1991）は，2年の任期を終えて帰国し  

た青年海外協力隊貝男性162名（赴任先：アフリカ，  

アジア，中南米，中近東，オセアニア）を対象と  

した質問紙調査を実施している．現地でストレス  

に感じた項目（上位3項目まで選択）の回答数では，  

「言語」86名 ，「仕事内容に関して」74名，「現地  

人との人間関係」63名，「現地日本人との人間関係」  

48名，「気候・天候」29名，「生活様式の遠い（衣  

食住など）」25名といった結果となっている．現  

地で何らかの心身の不調を強く自覚した時期のあ  

る者（PS群）は67名（42．4％）に認められ，平  

均発生時期は赴任後6．3士5．2カ月目であったが，  

その69．2％が赴任6カ月以内の早期発生となって  

いる．PS群をみると，現地社会に溶け込むため  

の精神的苦労が大きく，現地での生活に充実感を  

感じ難く，精神的圧迫感（対人関係における被害  

感）を感じた者が有意に多い結果となっている．   

丸山ら（2002）らは，シリアおよびザンビア派  

避中の青年海外協力隊貞男女を対象に，質問紙を  

用いて滞在期間の経過による適応上の課題の変化  

を反映できるよう項目を設定した横断的調査を実  

施した．58名中，半数以上が感じた項目は，下痢  

をする，言草に苦労した，日本へよく連絡を取る，  

日本との遠いを強く感じる，非効率だと思う，等  

が困難な経験として挙げられている．一方で，体  

調が良い，任国に来てよかった，現地の親しい人  

ができた，任国が好きだ，住み心地が良い等が肯  

定的な経験として挙げられている．滞在期間の経  

過に従い適応に向かう傾向が示されているが，仕  

事面に関しては，時間が経過しても，日本と比較  

して非効率であることや（4割以上），情報不足（3  

～4割）を感じていた．将来に対する不安に関し  

ては，滞在期間に従い増加傾向を示し，焦りは帰  

国前になると該当者の隊員の数が増えていた．  

2．海外に在留する母親・配偶者のメンタルヘル   

スに関する調査   

大関ら（2007）は，ニューヨークに在住する日  

本人の母親と比較対照群として国内A市在住の母  

親に対して，質問紙調査を実施した．ニューヨー  

クの母親は，「海外での子育てはストレス（110名  

中59名）」で，自分の子どもも「海外生活でスト  

レス（112名中40名）」を感じており，母子ともに  

「孤立（115名中40名）」し，そして「日本から十  
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分な支授を得ていない（114名中42名）」といった  

結果が示されている．また，A市の母親と比較す  

るとニューヨークに在住する母親では「家族と離  

れている」ことと「子どもの教育」が主なストレ  

ス関連粟国であった．   

佐藤（2011）によるマレーシア在留邦人駐在員  

配偶者の異文化適応に関する調査では，配偶者74  

人を対象に面接・質問紙調査と実施している．海  

外赴任に対する態度として，「子どもの教育が不  

安」「どうして私達がいかなければならないのか」  

という複雑な気持ちを抱いているが，約6割が肯  

定的で，約4割が傍観的，消極的であった．異文  

化適応問題として挙げられた項目は，マレーシア  

の医療（48人），子どもの教育（21人），公共機関  

（21人）がみられる．公共交通機関に関しては，  

鉄道を都市中心に設問する取i）組みが国家をあげ  

て推進されているが，駅が住宅地から遠く，車で  

の移動が中心になっている．ある調査対象者は，  

車を所有しておらず，タクシーを利用するが，ス  

コールや渋滞で思うように捕まえられず，行動が  

制限され，ストレスを感じていた．また，狭い日  

本人社会についても挙げられており，日本人コミ  

ュニティは規模が小さく，夫の会社，子どもの学  

校関係等が配偶者の対人関係に影響している．更  

に，住環境でも限られた地域で生活している中で，  

対人関係に緊張感を与え，精神的負担に至ること  

が考えられた．   

高丸（2014）は，海外にて生活を再構築してい  

くプロセスを明らかにすることを目的に海外転勤  

に伴い帯同を経験した駐在員の妻，20名に対して  

インタビュー調査を実施した，上記の大関ら  

（2007），佐藤（2011）とは異なり，この調査か  

らは渡航当初の場所の移動に伴う家族生活の変化  

に関しては，長期的な観点でみるとほとんど負担  

感を抱いていない，という結果が出ている．これ  

は，食生活や日常生活の立て直しに苦心するもの  

の，家庭生活に対するサポート体制（日本人同士  

の互助システムや会社からの支授）は整っており，  

インターネットによる情報収集のしやすさ等，サ  

ポートを受けることが可能な環境にあることが多  

く，また，夫が家庭生活の立て直しに協力的であ  

ることがプラスの要因となっている．子どもがい  

る妻には，育児環境の遠い，頼れる家族の不在に  

よる海外での育児・子育て不安があった．育児環  

境の違いに対しては，駐在員妻同士の付き合いを  

通じた気心知れた友人関係の構築が対処として挙  

げられ，頼れる家族の不在に対しては，夫婦の協  

力体制の構築が効果的で，友人や夫の協力を得な  

がら子どもの生活の安定に至っている．また，子  

どもの学校（学力）対応には，教育システムの違  

いと日本の学力レベルの維持があり，その間題に  

は，夫婦（家族）の協力体制の構築によって対処  

が行われていた，これは夫が協力的な場合や子ど  

もと二人三脚で対処した場合もみられる．一方で，  

妻自身の居場所づくりや，やりがいに対するサ  

ポート資源はほとんど持っていないことや，秦の  

就業継続に対する夫の当事者意識の欠如，駐在員  

妻としての規範意識の浸透の影響等によって困難  

な状況に開かれることが分かった．   

長尾ら（2013）は，日本人学校に通う子どもの  

保護者を対象とした質問紙調査と教育相談活動に  

よる実践調査を実施した．子どもの心理や発達の  

心配が生じた際に，学校以外の相談資源を活用し  

ている保護者は半数以下（32名中14名）しかおら  

ず，その相談相手は友人と保護者の親が主で，夫  

と答えたものはわずかであった（1名）．また，  

子育て，特に子どもの成長や主張に応じた関わi）  

について保護者が日常的な懸念を抱えやすく，こ  

うした懸念に関して専門的な知識を持つ学校外部  

の相談う裾原が不足していることが考えられた．  

ここまで海外在留者のメンタルヘルスに関する  

調査をみてきたが，海外勤務・派近著のメンタル  

ヘルスに関する調査では，それぞれ調査において，  

精神的ないしは身体的問題に直面した海外で生活  

する人々がいることが示されている．青年海外協  

力隊貝を対象とした調査はそれぞれ“言語”や“日  

本との違い”がストレスとしてみられ，また，海  

外勤務者と青年海外協力隊貝ともに“生活の満足  

度（充実感）の低さ”，“対人関係”，“仕事”に関  

するストレスが共通してみられる．時間が経過し  

ても持続する仕事に関する課題もみられた．海外  

に在留する母親・配偶者のメンタルヘルスに関す  

る調査では，ニューヨークの母親は，海外の子育  

てにストレスを感じてことや，家族と離れている  

ことによるストレス関連要因が挙げられている．  

53   



学校臨床心理学研究 第13号（2015年度）  

専門機関のサポートダイヤルを設問し，利用を促  

している．そして，現地での医療対応の現状の把  

握と生活環境の視察を目的に，年に1～2回，海  

外医療巡回に加え，家族も含めた赴任者との健康  

相談等も行われている．   

中西（2007）の企業では，赴任前に，社外専門  

家によって，赴任地別の安全情報と有事の際の対  

応，一般的犯罪に巻き込まれないための留意事項，  

住宅を選ぶ際の注意等の危機管理の講習も実施し  

ている．  

2．地域における邦人メンタルヘルス専門家によ   

る支援   

邦人メンタルヘルス専門家のその連携が試論さ  

れている．鈴木ら（2009，2011）は，米国北東部  

地域，東南アジア・南アジア地域を対象に報告し  

ている．共通課題として「継続性」が挙げられて  

いる．すなわち海外では，出入りが激しいためネ  

ットワークが出来ても切れやすい．そのためコミ  

ュニティ内連携，コミュニティ聞達携，在留先メ  

ンタルヘルス資源との連携，日本国内メンタルヘ  

ルス資源との連携，といった4つの連携の必要性  

が強調されている．ニューヨークでは，総領事館  

の発案で邦人医療支授ネットワーク OAMSNET）  

が作られ，その一部門として精神科医，サイコロ  

ジスト等で構成される邦人メンタルヘルスネット  

ワークが発足された．他の国々も同様に専門家の  

連携のためのネットワークやグループが立ち上げ  

られた．人材の流出等の理由から活動の継続や始  

動自体が困難な中で，ニューヨークは総領事館が  

元締めとなることで継続性に繋がっている．また，  

地域によっては専門家や活動場所の確保の問題，  

小さい邦人コミュニティで匿名性を保って活動す  

ることの困難さ，スーパーバイジーが身近にいな  

い等の状況が報告されている．在外教育施設に関  

しては，フィラデルフィア日本語補習校において，  

スクールコンサルタントによる教育相談活動が行  

われ，番目協会学校においては，これまで児童生  

徒の心理・発達相談に詳しい教頭が派過され，更  

に心理士が配置された．そして，シンガポールに  

おける日本人学校では，SCが配閂されている．  

また，日本人会の支援のもとメンタルヘルスのホ  

ットラインや余事酎こメンタルヘルスに関連する記  

また，マレーシアの配偶者とともに“子どもの教  

育”がストレスや適応問題に関連している．長屋  

ら（2013）の調査からは，保護者が日常的な相談  

相手を得られ難く，夫に相談する者はわずかであ  

り，また，子どもに関する日常的な懸念を抱えや  

すいことを示している．高丸（2014）の調査でも  

同様に海外での育児・子育てへの不安として頼れ  

る家族の不在について述べられているものの，友  

人や夫の協力を得られることで，子どもの生活の  

安定に繋がっていることを示している．  

Ⅱ 海外在留者へのメンタルヘルス支援  

次に，海外在留者へのメンタルヘルス支授は実  

際にどのようなっているかについて概観する．海  

外在留者へのメンタルヘルス支授は，主に1．企  

業による支授と2．地域における邦人メンタルヘ  

ルス専門家による支援に加え，3．日本国内の専  

門家等による支援が挙げられる．  

1．企業による支援   

水町ら（2012）の企業による健康管理は，出国  

前から帰国まで，産業医を中心とした，環境・安  

全衛生・健辟担当部門が担っている．産業医によ  

る赴任前面談では，海外渡航に必要な医療情報等  

を提供する．精神面では，GHQ60項目版，  

M．Ⅰ．N．I．（椚神疾患簡易構造化面接法），産業医  

の所見によって精神的状況を評価する．海外赴任  

の可否は，業務内苓，健康状態，コミュニケーシ  

ョン能力等を総合して判断する．赴任中は，日本  

に準じた健診を行っている．赴任国での健康管理  

として，エージェントによって外傷や急病の緊急  

対応での病院のアレンジ，通訳，保険会社からの  

治療費の支払い，会計・保険に関わる苦類作成や  

受診者・企業への情報提供等が行われる．   

内野（2008）による報告では，赴任前に衛生・  

健康管理全般の集団教育や，帯同家族に対する保  

健師あるいは産業医による健康管理の講話を実施  

している．赴任中のメンタルヘルス不調の事例で  

は，原則として一時帰国を勧めるが，現地の医療  

リソースや家族からサポート，業務のパフォーマ  

ンス等の状況を把握し，総合的な判断とフォロー  

を行っている．また，メンタルヘルスに関して，  
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事を掲載するといった活動もみられる．  

3．日本国内の専門家等による支援   

小滞（2006）は，海外日本人学校に実際に訪問  

して行われた被害者支援活動について報告してい  

る．最初の活動は，1999年9月に起きた台湾大震  

災で当時の文部省が台中日本人学校の現地視察を  

行い，心のケア指導員を派遣した．その活動では，  

2度にわたり心のケアが行われた．2001年9月の  

米国同時多発テロ事件では，現地スタッフと協力  

し，N．Y，地区にある14の学校・施設を巡回して  

心のケア活動を実施した．2004年3月ソウル日本  

人学校で不審者により幼稚部の園児が襲われる事  

件では，直接の被害者だけではなく，目撃した幼  

児や保護者，教職員もダメージを受けており，半  

年間に3度にわたるケア活動が行われた．2005年  

12月のスマトラ沖地震・津波では，被害を受けた  

バンコク日本人学校とシンガポール日本人学校の  

家族，教員等，数家族がおり，3度にわたるケア  

活動が行われた．   

長尾ら（2012，2013）は，複数の日本人学校に  

直接訪問し，教育相談活動を通して実践調査を行  

っている．主な教育相談活動として，保護者・子  

どもの相談面接，教員とのコンサルテーション，  

保誰者・子どもの相談面接に関する教員へのフ  

ィードバックが挙げられる．教育相談活動とヒア  

リングを行ったフィールドワーク分析から，外部  

の支援者に対して，教員と保護者から（D専門家と  

しての助言・情報掟供に加え，②学校と保護者の  

コミュニケーションを円滑にするメデイエーター  

としての役割が期待されていることが考えられた．  

①に関しては，教員はコンサルテーションや情報  

提供，中でも特別な支授を要する子どもへの対応  

について具体的な方策を必要としていた．保護者  

も同様に，情報揖供に加え，子育ての助言を専門  

家に対して必要としている．②については，人的  

資源が少なく，教員・保護者の2著聞係の中で行  

き詰まる事態に陥りやすいため，この役割を外部  

による支援者に求めている．   

“海外に住む子ども連の心の健康をサポートす  

る臨床心理士の会 WithKids”は，ボランティ  

ア活動として，日本人の子ども，保護者，教員を  

対象にメンタルサポートを提供している（竹田ら，  

2010）．活動内容は，メール相談による相談業務  

を中心とし，日本人学校・補習授業校の訪問によ  

る個人や学校への直接的な支授も行っている．海  

外に住む発達障害の子どもへの支授のあり方とし  

て，①乳幼児健診の充実・情報の発信，②親への  

心理的支援，③日本の医療樺関へつなげる支援，  

④学校で支授・学校への支授，⑤企業による支授  

が挙げられている．   

“GroupWith”は，海外で育つ子ども連やそ  

の家族が異文化に適応し，精神的に安定した生活  

を送ることを目的に，海外生活者，特に海外での  

子育てを体験した母親の視点からどのような支援  

が必要かを考え，東京を拠点に活動を続けている  

（諏訪ら，2010）．具体的には，こころの相談機  

関リストの作成，障害をもつ子どものための情報  

提供を中心に活動を行っている．  

以上，海外在留者へのメンタルヘルス支授をみ  

てみると，日本人学校の関係者への直接的なメン  

タルヘルス支授には，以下のリソースが考えられ  

る．企業からは，出国前の精神的状況の評価，現  

地での医療支援・家族のサポート・勤務状況の把  

握ヤフオロー，専門機関のサポートダイヤル等が  

挙げられる．以上の支援は，日本人学校の教職員  

を除く，保護者や子どもが対象として考えられる．  

現地の邦人メンタルヘルス専門家からは，専門家  

のネットワークによる支授，メンタルヘルスのホ  

ットライン，情報掟供に加え，SC等による学内  

での支接がある．日本国内の専門家等からは，緊  

急支授，教育相談，教員・保護者の関係調整，メー  

ル相談，支援を必要とする子どもに関する情報提  

供，相談樺関リストの提供が挙げられる．   

しかし，これらの全ての支授を日本人学校の関  

係者が必ず受けられる訳ではない．また，受けら  

れたとしても，その質や程度にはかなりの差がみ  

られる．例えば，企業によってメンタルヘルス支  

援の内容は異なっており，地域によっては専門家  

がいるとは限らない．また，専門家のネットワー  

クを構築できたとしてもそれを保つことが難しい  

状況もある．そして，日本からの専門家等による  

支授も継続的な訪問体制が維持されている訳では  

ない．  
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Ⅳ 日本人学校におけるメンタルヘルス支援・   

研究の課題と展望  

最後に，これまで海外在留者のメンタルヘルス  

に関する調査や文枝についての報告や先行研究を  

通して，日本人学校におけるメンタルヘルス支援  

とその研究の課題と展望について考察していく．  

1．日本人学校保護者・教員のメンタルヘルスに   

関する現状把握の不十分さ   

日本人学校保護者・教員を対象とした十分な調  

査は少ない．そのような状況の中，海外在留者の  

メンタルヘルスに関する調査をみてみると，海外  

生活において精神的・身体的負担が生じているこ  

とがわかる，日本人学校保護者・教員に関しても  

状況は同じであろうと推測される．日本人学校は  

世界各国に設問されており，国や地域によって生  

活環境，資源の有無，日本人コミュニティの規模  

が異なる．当然，メンタルヘルスへの影雫も異な  

るであろう．今後も国際化が進む状況を考えると，  

日本人学校の保護者及び教員の不安に視点を置い  

たより大規模な調査を実施し，各地域におけるメ  

ンタルヘルスに関する現状を捉えていく必要があ  

ると考える．保護者に関しては，海外での子育て  

にストレスを感じやすい中，友人や夫の協力を得  

られる場合は子どもの生活の安定に至っている  

（高丸，2014）一方で，保護者へのサポートが得  

られ難く，子どもに関する日常的な懸念を抱きや  

すい状況（長屋，2013）もみられ，今後，個々や  

環境の状況を加味し，現状把握のための調査を積  

み重ねていく必要がある．また，佐藤（2011）の  

調査からはタクシーも使えないといった行動の制  

限が挙げられるように，日本では予期されないよ  

うな問題に日々直面させられる保誰者や教員のよ  

り詳細な日常生活の状況についても質的なデータ  

によって捉えていく必要があるといえる．  

2．日本人学校におけるメンタルヘルス支援の乏   

しさ   

企業，現地の邦人メンタルヘルス専門家，日本  

国内の専門家等からは，対面での面接，メール・  

電話相談等の支授内容がみられるが，国や地域，  

企業によってそれらの支援を受けられるとは限ら  

ず，全ての海外在留者に対する一定の費や罷の支  

授を保つことが困難である（阿1）．行政的ない  

しは経済的後ろ盾がまだまだ不十分な中で，ボラ  

ンティアといった支授体制になりやすい．特にリ  

ソースの少ない地域では，支授が行き届き難い．  

国，企業がこの支援に更に取り組む必要があるこ  

とを指摘しておきたい．また，支授の内容として  

は，専門的な助言だけではなく，狭い日本人コミ  

ュニティの中で日本人同士が行き詰まり，間を取  

り持つといった調整役としての支授も求められて  

いる（長屋ら，2012，2013）が，人材の流出等か  

ら支授ネットワークを維持することが困難であり，  

専門家がいたとしても同菜者がいない地域や小さ  

いコミュニティの地域では，専門性や匿名性の維  

持の難しさが課題として挙げられている（鈴木ら，  

2009，2011）．このように，メンタルヘルスの支  

授体制には，専門家に対する後ろ盾や人間関係へ  

の細かな配慮も必要である．   

このような日本人学校を巡るメンタルヘルス支  

授の状況を考えると，上に挙げた現在の文枝のリ  

ソースでは不十分であるのは言うまでもない．加  

えて，その支援の内容も現状のままでよいのか，  

海外で生活する日本人学校の保護者や教員の生の  

声を検討することにより，生活者の実感に少しで  

も即したように，支援体制を構築することが重要  

であり，以下の実践研究の苔帯が必要である．  

3．実践研究の蓄積の必要性   

日本人学校におけるメンタルヘルス支援に関し  

ては，報告に留まっていることや，より体系的な  

実践研究が十分に積み重なっていない状況である．  

日本にいるメンタルヘルスの専門家によって，現  

地での教育相談，教育相談や授業観察の教員への  

フィードバック，ケースカンファレンス，講演等  

の支接が考えられる中で，実際にどのような支接  

が求められ，それを実施し，評価はどうであった  

か，といった実践研究を郡み束ねていくことで，  

より効果的なアウトリーチによる介入が行われる  

ことが期待される．また，日々の対応に苦慮する  

日本人学校数貝や保護者への日常的なメンタルヘ  

ルス支援体制を構築するためにも，1度の支援に  

留まらず，介入後のフォローアップや縦断研究も  

含めて支援の在り方や支授による変化について検  
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図1 海外在留者へのメンタルヘルス支援  

討していくことが望ましい．更に，企業（水町ら，  

2012），（内野，2008），（中西，2007）による支授  

や，邦人メンタルヘルスの専門家（鈴木ら，2009，  

2011）による支授ネットワークを含むメンタルヘ  

ルス支授（図1）の海外在留者の認識や活用の程  

度，支授の評価も蓄積していくことで，海外在留  

者がより支授に繋がりやすく，よりニーズに合っ  

た支授を受けることが期待される．  

4．コミュニティ・アプローチによる心理臨床的   

支援の必要性   

海外におけるメンタルヘルス支授においては，  

支授のための行政的，経済的な授助に加え，個々  

の課題や個人を取り巻く状況をアセスメントし，  

支援を組み立てる上で，心理臨床的な視点が必須  

である．その中でも，コミュニティ・アプローチ  

による視点が求められているといえる．コミュニ  

ティ・アプローチの視点や発想については，「個  

人と環境との適合性を図るためには，個人の内的  

諸要因の改善だけではなく，その個人をとりまく  

環境的諸要因への働きかけと変革が重要である」  

といった共通認識がある（山本ら，1995）．また，  

キャブラン（Caplan，1974）は，専門職が精神障  

害を予防し，住民の中に広く精神衛生を促進させ  

ようとするなら，関わっている地域にあらゆる稗  

類の援助組織を発展させ，育てるように努力する  

ことが必要，と述べている．海外の相談資源が限  

られている地域において，特定の個人の状態像だ  

けではなく，地域のリソースも把握，補強し，更  

には援助のネットワークを構築する中で，メンタ  

ルヘルス上の課題を持つ保護者や教員を支えると  

いった環境にも目を向けた支接が予防的な観点か  

らも必要である．それぞれの地域のリソースの状  

況に沿って支援を模索し，提案しながらも，地域  

の力の促進を意識した姿勢が日本での心理臨床的  

支援以上に求められており，地域の人々との相互  

的なやりとりによる実践を今後も稀み重ねていく  

必要があると考える．   
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